
三沢市議会情報発信ツール運用基準 

（令和３年１２月１７日） 

（趣旨） 

第１条 この基準は、三沢市議会（以下「市議会」という。）において情報発

信ツールを利用した公式アカウント（以下「本公式アカウント」という。）

を活用し、積極的に情報発信を行うことで、市議会の透明性確保と市民への

説明責任を果たすため、当該情報発信ツールの運用について、必要な事項を

定めるものとする。 

 （目的） 

第２条 市議会で運用する情報発信ツールは、次に掲げるものとする。 

 ⑴ Ｆａｃｅｂｏｏｋ（フェイスブック） 

 ⑵ ＹｏｕＴｕｂｅ（ユーチューブ） 

 ⑶ その他議長が必要と認めるもの 

（運営） 

第３条 本公式アカウントの運営主体は市議会とし、運用管理は、議会事務局

（以下「事務局」という。）が行うものとする。 

２ 前項の場合において、本公式アカウントのＩＤ及びパスワードは、事務局

で管理するものとし、安全管理のため、定期的にパスワードを変更するもの

とする。 

 （市議会が発信する内容） 

第４条 市議会が発信する内容は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 本会議情報 

 ⑵ 常任委員会及び特別委員会の会議情報 

 ⑶ 市議会が主催する懇談会及び報告会 

 ⑷ 市議会からのお知らせ 

 ⑸ その他議長が必要と認めるもの 

 （コメント等への対応） 

第５条 事務局は原則として、利用者からの投稿やコメントへの返信等の対応

は行わないものとする。 

（免責事項） 



第６条 市議会の免責事項は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 利用者により投稿された本公式アカウントに対するコメント等について、

市議会は一切責任を負わない。 

⑵ 利用者が掲載情報を利用することで生じた直接的・間接的な損失につい

て、市議会はいかなる場合でも一切の責任は負わない。 

⑶ 市議会は、本公式アカウントに関連して、利用者間または利用者と第三

者間でトラブルや紛争が発生した場合であっても、一切責任を負わない。 

 （禁止事項） 

第７条 利用者が投稿した内容が次の各号に該当する場合は、事務局は、予告

なく削除又はブロック等を行うことができる。 

⑴ 法律、法令等に違反する内容又は違反するおそれがあるもの 

⑵ 特定の個人、企業、団体等を誹謗中傷するもの 

⑶ 人権を侵害する恐れのあるもの 

⑷ 著作権、商標権、肖像権等市議会又は第三者の知的所有権を侵害するも

の 

⑸ 広告、宣伝、勧誘、営業活動その他営利を目的とするもの 

⑹ 人種、思想、信条等の差別又は差別を助長させるもの 

⑺ 公の秩序又は善良の風俗に反するもの 

⑻ 虚偽や事実と異なる内容及び単なる風評や風評を助長させるもの 

⑼ 本人の承諾なく個人情報を特定・開示・漏えいする等プライバシーを害

するもの 

⑽ 他の利用者、第三者等になりすますもの 

⑾ 有害なプログラム等 

⑿ わいせつな表現などを含む不適切なもの 

⒀ その他市議会が不適切と判断した情報及びこれらの内容を含むリンク等 

 （トラブルの防止及び対策等） 

第８条 市議会は情報発信ツールの運用にあたっては、常に公平・中立を心掛

け、その匿名性の高さから一方的な批判が寄せられる可能性があることを認

識し、利用者からの意見に対しては、冷静かつ誠実に対応するとともに、ト

ラブルが生じた場合は、次の各号に掲げる対応をとるものとする。 



⑴ 投稿に誤りがあった場合は、速やかに訂正および謝罪の書き込みを行う 

等、冷静かつ誠実に速やかな対応を行うものとする。 

⑵ 利用上の遵守事項に抵触する書き込み等を発見した場合は、速やかに削 

 除等の措置を行うものとする。 

⑶ 炎上状態となった場合は、担当者の判断による反論、抗弁等は行わず、 

必要に応じて、冷静に対応するものとする。 

⑷ 本公式アカウントのなりすましが発生していることを発見した場合は、 

速やかに当該情報発信ツールの運営者に削除依頼を行い、必要に応じて市 

民へ向けた注意喚起等を行うものとする。 

 （著作権） 

第９条 市議会の本公式アカウントに掲載している文章、写真、動画、イラス

ト等に関する著作権は、市議会に帰属するものとする。 

２ コメント等の投稿に係る著作権は、当該投稿を行った利用者本人に帰属す

るものとし、投稿されたことをもって、利用者は市議会に対し、投稿コンテ

ンツを全世界において無償で非独占的に使用する権利を許諾したものとし、

かつ、市議会に対して著作権を行使しないことに同意したものとする。 

３ 利用者は、本公式アカウントのページ内容について私的使用のための複製

や引用など著作権上認められた場合、本公式アカウント上でシェア機能を使

用する場合等、転載の対象となる情報を改編しないとき及び出所を明記する

ときを除き、無断で複製又は転載することができない。 

  

   附 則 

この基準は、令和３年１２月２０日から施行する。 

 


